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○原子力損害の賠償に関する法律（昭和三十六年法律第百四十七号）（抄） 
 
（無過失責任、責任の集中等）  

第三条 原子炉の運転等の際、当該原子炉の運転等により原子力損

害を与えたときは、当該原子炉の運転等に係る原子力事業者がそ

の損害を賠償する責めに任ずる。ただし、その損害が異常に巨大

な天災地変又は社会的動乱によつて生じたものであるときは、こ

の限りでない。  

２ （略）  

（損害賠償措置を講ずべき義務）  

第六条 原子力事業者は、原子力損害を賠償するための措置（以下

「損害賠償措置」という。）を講じていなければ、原子炉の運転

等をしてはならない。  

（損害賠償措置の内容）  

第七条 損害賠償措置は、次条の規定の適用がある場合を除き、原

子力損害賠償責任保険契約及び原子力損害賠償補償契約の締結

若しくは供託であつて、その措置により、一工場若しくは一事業

所当たり若しくは一原子力船当たり千二百億円（政令で定める原

子炉の運転等については、千二百億円以内で政令で定める金額と

する。以下「賠償措置額」という。）を原子力損害の賠償に充て

ることができるものとして文部科学大臣の承認を受けたもの又

はこれらに相当する措置であつて文部科学大臣の承認を受けた

ものとする。  

２・３ （略）  

（国の措置）  

第十六条 政府は、原子力損害が生じた場合において、原子力事業

者（外国原子力船に係る原子力事業者を除く。）が第三条の規定

により損害を賠償する責めに任ずべき額が賠償措置額をこえ、か

つ、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、

原子力事業者に対し、原子力事業者が損害を賠償するために必要

な援助を行なうものとする。  

２ （略） 

第十七条 政府は、第三条第一項ただし書の場合又は第七条の二第

二項の原子力損害で同項に規定する額をこえると認められるも

のが生じた場合においては、被災者の救助及び被害の拡大の防止

のため必要な措置を講ずるようにするものとする。  

 

    

 


